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はじめにはじめに

　英国はEU離脱という歴史的な決定のあと、いったいどこに向かうのか、あ

るいは向かおうと考えているのか、そもそも英国は今後いかなる国家たろうと

しているのか――。

　これらの疑問を解明する糸口として、世界中の専門家から注目を集めていた

英国の新国家戦略が、2021年3月16日ついに発表された。『競争時代における

グローバル・ブリテン：安全保障・防衛・開発・外交政策の統合レビュー

（Global Britain in a Competitive Age: The Integrated Review of Security, 

Defence, Development and Foreign Policy）』 1というタイトルからもわかる

ように、多くの政策分野にまたがる包括的で意欲的な内容となっており、1年

以上をかけた検討の成果である。これによって2030年までの国家戦略の基本

的な指針が示されることになった。

　3月22日には引き続いて、『競争時代における防衛（Defence in a 
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Competitive Age）』2が国防省から公刊されている。上記の統合レビュー（IR）

が大きな意味で国家のビジョンを描き、戦略的な脅威を再評価したうえで、対

外政策の優先順位を定めたものであるのに対して、後者は防衛政策文書（Defence 

Command Paper: DCP）であり、国家目標の実現にむけた英軍の具体的なあ

り方や計画、すなわち人員や能力、装備調達などの軍事面について詳しく述べ

ている。文書のタイトルを見れば、両者がいわばセットの関係にあることは容

易に理解できよう。

　今回の見直しに関しては、英国の打ち出したインド太平洋への重点戦略ばか

りが日本で注目を集めているが、実際のところ英国の内外で論議を引き起こし

ている重要な項目は、ほかにもある。

　そこで本稿においては、これら２つの政策文書――IRとDCP――を中心に、

関連する政策決定や政治声明などもあわせ、英ジョンソン政権がこのほど掲げ

た新しい国家戦略について、多少駆け足となってしまうが概観することにした

い。ただし、多岐にわたる論点すべてを網羅的に扱うことはできないので、基

本的には安全保障・防衛面に焦点を当て、紹介と検討をすすめる。

　日英はともに海洋国家であり、対米同盟を安全保障の基軸とするなど、地政

学的に共通する部分は多い。また戦略環境の大きな変化に対応をせまられてい

る点でも同様であることから、日本の安全保障政策の今後を考えるうえで、英

国の例は大いに参考となるであろう。

20212021年統合レビューに至る経緯年統合レビューに至る経緯

　英国においては5年から10年程度にいちどのペースで、防衛政策に関する大

幅な見直し作業が実施され、その結果が文書として発表されてきた 3。これは

おおまかにいって日本の防衛計画の大綱に相当し、短期・中期的な観点から防

衛戦略の指針と軍事力整備の概要を示したものである。

　前回が2015年の『戦略防衛・安全保障レビュー（Strategic Defence and 

Security Review: SDSR）』、その前は2010年、さらにその前だと1998年に『戦

略防衛レビュー（Strategic Defence Review: SDR）』という名称で刊行されて
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いる4。

　以下では、これら比較的最近の防衛レビューについて、簡潔に内容を年代順

で振り返っておきたい。

　1997年5月に行われた総選挙で労働党が19年ぶりに政権を奪還し、トニー・

ブレアが首相（在職1997年5月～2007年6月）に就任した。労働党の政権公約

のひとつが英国の国益をあらためて評価し、ポスト冷戦期の戦略環境に適合し

た英軍の編成について再検討を行うことであった。

　その結果、1998年7月に『戦略防衛レビュー：現代世界のための現代軍

（Strategic Defence Review: Modern Forces for the Modern World）』 5が発表

された。このSDRが掲げる柱は大きく2つある6。

　①　迅速に海外遠征可能な軍への転換を推進するための構造改革

　②　�陸海空軍の統合と調整を推し進め、資源の重複をなくすことで、最大限

の効率化を達成

　これらの目標を達成するために、SDRはかなり具体的に装備や編成につい

て記述している。そのすべてについて触れることはできないが、主要な項目を

いくつか紹介すると、たとえば以下のようなものが挙げられている7。

　・　�保有する3隻のインヴィンシブル級空母（約2万トンで最大24機搭載可能）

を、より大型の空母（3～4万トンで最大50機搭載可能）2隻に約15年か

けて更新する。

　・　�「統合ハリアー部隊（Joint Force Harrier）」を創設し、海空軍がそれぞ

れ保有するハリアー飛行隊を統合運用する。同様に「統合ヘリコプター

司令部（Joint Helicopter Command）」も設置。

　・　�水上戦闘艦（駆逐艦およびフリゲート艦）を計35隻から32隻へと減勢し、

攻撃型原子力潜水艦も12隻体制から10隻に削減する。これによって海

軍全体で約1,400名を減員。ただし攻撃型原潜の全艦に対して、対地攻
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撃型（通常弾頭）トマホークを搭載可能にする改装を行う8。

　・　�迅速に展開可能な旅団数を現状の5個から6個体制に拡充する。陸軍は

3,300名の増員。

　・　文官スタッフを4年間で約1,400名削減する。

　・　�英空軍がユーロファイターを232機調達する計画は、あくまで継続する

ことを確認9。

　・　�戦略ミサイル原子力潜水艦（SSBN）の4隻体制を継続し、核抑止力そ

のものは堅持する。ただし運用可能状態にある核弾頭の保有数を前政権

の定めた最大300発という水準から200発以下へと削減。また戦略原潜1

隻あたりに搭載する核弾頭を96発から48発へと半減する。

　・　1998/99年度から2001/02年度の4年間で、防衛予算の3.1%減を達成する。

　これらの措置のなかでも、戦力投射をとりわけ重視するSDRの目玉とでも

いうべきものは、やはり空母2隻の調達決定であろう。これこそがのちのクイー

ン・エリザベス級空母であり、英海軍史上最大の艦船となる。

　SDRの公表後、2001年9月11日に米国で大規模テロ事件が発生し、世界はテ

ロとの戦いに突入する。これを受けて2002年7月には日本語なら補章とでも呼

ぶべきか、『戦略防衛レビュー：ニュー・チャプター（The Strategic Defence 

Review: A New Chapter）』10というタイトルの追加文書が国防省から発表され

る。

　ここでは外征能力を重視する基本姿勢は維持しつつも、国際テロと非対称戦

に対処するため、情報収集能力の向上やネットワーク中心の能力（Network-

Centric Capability）を強化する必要性が強調されている11。

　さらに労働党政権下では、防衛レビューという形式はとっていないが、

2003年12月に『変化する世界で安全保障を実現する：防衛白書（Delivering 

Security in a Changing World: Defence White Paper）』 12が刊行された。こ

のなかでは、将来の安全保障環境に関する分析と、戦略的な優先事項の設定が

なされている。さらに翌2004年7月に出された『変化する世界で安全保障を実
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現する：将来の能力（Delivering Security in a Changing World: Future 

Capabilities）』13は、前記『防衛白書』によって打ち出された分析と戦略をも

とに、軍の編成や規模について具体的に規定している。

　これについてジェフ・フーン国防相（在職1999年10月～2005年5月）は、

SDRとニュー・チャプターが出した結論の多くは依然として有効としつつも、

大量破壊兵器の拡散や国際テロの脅威が日増しに高まっていると強調し、変化

する世界情勢への対応と実践上の経験を反映するための調整作業が急務である

と説明している14。

　こうして2003年と04年に相次いで出された２つの文書のなかでは、イラク

に対して行ったような大規模な軍事介入を遂行する能力は依然として重要では

あるものの、現実には平和強制や平和維持といった中小規模のオペレーション

を、広い地理的範囲で同時に複数行うことの方がむしろ常態になったと判断し

ている15。

　また装備や人員の単なる数量ではなく、ネットワーク性や能力こそが重要で、

軍事力の尺度として数自体はもはやそれほど有効ではなくなったと大胆にも主

張する。

　つまり、性能が向上した新型装備の導入とネットワーク化の推進によって、

たとえ数量面で削減を実施したとしても、以前と同等以上の能力は発揮しえる

というのである。

　このような技術偏重とでもいうべき思想を背景に、SDRで定められていた

水準よりも、すべての項目についてではないものの、主要装備も含めかなりの

削減が定められた。

　陸軍については、たとえば戦車のような重装備を減らし、全般的に軽量化・

軽装化をはかり、柔軟性と海外遠征能力のさらなる強化を意図した編成上の措

置が多数とられている。

　海軍では、在来型の脅威の減少と新造艦の導入にともない、水上戦闘艦（駆

逐艦・フリゲート艦）の総数は25隻で十分であり、同様に攻撃型原潜は8隻で

任務遂行可能とされた。ただし、空母導入計画と戦略原潜4隻体制は、変更な
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くそのままである。

　空軍についても、新鋭機の導入によって全体としての能力向上が見込めると

して、作戦機数やパイロットの削減が求められている。

　これらの結果、人員については、陸軍が1,500名を削減して102,000名体制に、

海軍は1,500名削減して36,000名に、そして空軍は7,500名削減して41,000名

ということになった。さらに文官にいたっては、10,000人以上も削減すると

規定している。これらはすべて2008年4月までに達成するものとされた。

　2010年5月に行われた総選挙で労働党は敗北し、保守党（第1党）と自由民

主党（第3党）の連立政権が誕生、保守党党首のデーヴィッド・キャメロンが

首相（在職2010年5月～2016年7月）となった16。

　この新政権の下で10月にさっそく発表されたのが、『不確実性の時代に英国

の安全を確保する：戦略防衛・安全保障レビュー（Securing Britain in an 

Age of Uncertainty: The Strategic Defence and Security Review）』17である。

　この新たなSDSRのわかりやすい大きな特徴は、そのタイトルにあらわれて

いる。以前は基本的に防衛政策についてのレビューが行われてきたのであり、

内容としてはおもに軍の規模や編成、主要装備について記していた。一方、

SDS
・

Rからは安全保障の側面、すなわちテロや国際援助、外交、国境管理、サ

イバーセキュリティといった問題も政策見直しの範疇に組み込まれるようになっ

たのである。

　SDSRは序文のなかで、以後は5年ごとにレビューを行う方針を示してい

る 18。理由としては、変化する戦略環境に対応するため必要とされる能力につ

いて、これまでよりもひんぱんに再評価しなければならないから、とのことで

ある。

　そしてそのような見直し作業をすすめる際に留意すべき重要なポイントとし

て、もはや時代に合わなくなった装備を保持しすぎること、あまりにも野心的

な調達計画にコミットしてがんじがらめになってしまうこと、以上2点をぜっ

たいに避けなければならないとしている。

　このSDSRはSDR以来12年ぶりの防衛政策の本格的な見直しではあるが、内
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容的には防衛上の責務と支出のバランスにとりわけ大きな関心を払っている。

その根底にあるのは、英国がもはやあらゆることをする余裕はなく、戦略上の

優先順位を定める必要がある、という切実な認識である19。

　というのも実はそのころ、防衛予算の大幅な不足が深刻な政治問題となって

いたのである。キャメロン新政権はこれを前政権による負の遺産として強く批

判しており、調達コストや人件費の高騰によって、今後10年間で赤字分は最

大380億ポンドに達する可能性があると主張していた20。

　これは防衛予算の年額約330億ポンドすらもしのぐ水準であり、あまりにも

巨額であるがゆえ「ブラックホール」とさえ呼ばれ、対応が急務となっていた。

　その結果、国防省は大蔵省から防衛予算の10％もの削減をかなり強く求め

られていて、結果的にはなんとか8％減で決着したという経緯があった 21。と

はいえ依然としてかなりの削減幅であり、当時進行中のアフガニスタンでのオ

ペレーションに関わる能力や資源については優先して守ることとされたが、

SDSRは厳しい緊縮策が目立つ内容となっている。

　表面上は、将来への投資を確保するため、新しい安全保障環境への対応、と

いった文言が並んでいるが、実態としては以下で紹介するように、装備や人員

の大幅な削減措置が数多く列挙されているのである22。

　・　�20,000名のドイツ駐留英軍を2015年までに半数、2020年までには全員

を引き上げる。

　・　�チャレンジャー2戦車の40％、AS-90自走砲の35％を削減する。緊急展

開が可能な旅団を１個削減し、多目的旅団5個の体制にする。

　・　�ハリアー飛行隊はすべて退役させ、搭載用の空母も順次退役。一方、ク

イーン・エリザベス級空母2隻およびその艦載機の調達計画は継続す

る 23。ただしこのうち1隻のみを稼働させ、もう１隻は長期的な待機状

態に置くこととする。後者の処遇については、持続的な空母打撃力を確

保するため、ローテーション用に保持するか、あるいは売却処分するか

なども含め、次回SDSRで複数のオプションを再検討する。
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　・　�水上戦闘艦（駆逐艦・フリゲート艦）の総数をさらに減らして19隻体

制とする。

　・　新式の攻撃型原子力潜水艦（アステュート級）は、計7隻を建造する。

　・　�核戦力については、核弾頭の保有総数の上限を現行の225発から180発

以下へと2020年代半ばまでに削減する24。運用可能状態にある核弾頭は、

最大160発から120発以下とする25。各原子力潜水艦に搭載する核弾頭数

を48発から40発に削減する。これらの措置は核軍縮の推進という意義

があるばかりでなく、コストの削減にも役立つ。

　・　�2020年代後半に寿命を迎える戦略ミサイル原潜の更新については、艦

齢を延伸して次回の総選挙後まで決定を先延ばしする。

　・　�2015年までに、軍全体で約17,000人を削減（陸7,000、海空で5,000ずつ）。

国防省の文官は25,000名削減する。

　

　このようなあからさまなリストラ策は、英国でかなりの論争を呼ぶことにな

る。フォークランド紛争で活躍し、国民の愛着があったハリアーは2011年に

すべて退役処分となり、しかも機体が単なるスペアパーツとして米海兵隊に売

却される運命となったことは、物議をかもした。

　またハリアーの退役と新たな空母の就役には、最低でも10年間のギャップ

が見込まれた。つまりその間、英海軍が空母打撃力を喪失するという異常事態

に陥ることを意味したが、これも新型空母の予算を捻出するための窮余の策で

あった。

　2015年5月の総選挙で保守党は過半数を制し、キャメロン率いる保守党の単

独政権が成立する。2015年11月には新たなSDSRが出されることになった。

2010年のSDSRで5年ごとに見直しを行う方針が示されていたので、それが守

られたわけである。

　そして今回のSDSRは国家安全保障戦略と一体になっており 26、その正式名

称は『国家安全保障戦略および戦略防衛・安全保障レビュー2015：安全で繁

栄した英国 (National Security Strategy and Strategic Defence and Security 
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Review 2015: A Secure and Prosperous United Kingdom)』27である。

　2010年のSDSRは、予算の帳尻を無理やり合わせるため、かなりの大ナタを

振るったような内容であったが、今回の政策見直しでは財政事情の好転28もあっ

て、その行き過ぎた部分をすこし元に戻したり、あるいは決定を先延ばしにし

ていたことが正式に認可されたりするような形になっている。

　・　�2020年までは毎年、NATOの目標値であるGDPの2％を防衛に投ずると

確約（2014/15年度については344億ポンド）。また今後10年間で総額

1,780億ポンドを防衛装備および装備支援に支出する。

　・　�2010年のSDSRの下で、陸海空軍の人員削減をすすめてきたので、今回

のSDSRでは陸軍（常備軍）が82,000名を下回らないようにすることが

確認され、また海空軍はわずかではあるが700名（海400、空300）の増

員が認められた。ただし、国防省の文官については30パーセント削減

して約41,000名にする。

　・　�海外遠征可能な部隊規模を2025年までに、陸海空軍合わせて30,000名

から50,000名に拡大する。

　・　チャレンジャー2戦車に改修と寿命延長措置を施す。

　・　�海軍については、水上戦闘艦計19隻、攻撃型原潜7隻、戦略原潜4隻、

空母2隻という大枠は変わらない。ただこのうち前回のSDSRでペンディ

ングであった戦略原潜と新空母については、正式に導入を決定。まず戦

略原潜は、310億ポンドをかけて既存のヴァンガード級4隻を更新する。

新型潜水艦（ドレッドノート級）の1番艦は、2030年代前半に完成の見

込み。また各艦の搭載核弾頭数は40発を超えないこととする。次に新

型空母については、片方を売却することなどせず、2隻ともに乗組員を

配置し稼働させる。そのうち１隻は常に作戦運用可能な状態に置く。最

後に駆逐艦・フリゲート艦の総数19隻は据え置きとするが、長期的に

は増勢を目指す。

　・　�ユーロファイター・タイフーン飛行隊を2個追加（計7個、各飛行隊は
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12機編成）。2023年までに24機（2個飛行隊）の空母用F-35を購入（元々

は8機の予定）、最終的には海空軍で合計138機調達する計画を維持。

　これらの軍事的な備えばかりでなく、いわゆる「イスラム国」の脅威を念頭

に、国内外でのテロ対応を重視しているのも今回のSDSRの特徴であり、たと

えば以下のような措置が組み込まれている。

　・　�情報機関――MI5・MI6・GCHQ （政府通信本部）――の要員を1,900

名増加。

　・　19億ポンドをサイバーセキュリティに投資。

　・　�パリ同時多発テロ事件のように国内で大規模テロ攻撃が発生した際、軍

は最大1万名規模の人員を短期間で展開し、治安維持のため警察の支援

活動にあたれるよう、必要な体制を整える（ただし警察を指揮下に置く

わけではなく、あくまで軍は支援する立場）。

　・　�OECD（経済協力開発機構）が目標値として掲げる対GNI（国民総所得）

の0.7%を国際開発援助費に投じる。これにはテロリズムや過激主義の温

床への対処という意味合いがある。

　このように大きな流れでみたとき、ここ20年ほどの英国は第2次世界大戦型、

あるいは冷戦型の大規模紛争や核対立を想定した旧来の重厚な軍の編成から、

海外遠征能力や非対称戦対処を重視し柔軟性と即応性に富んだスリムでネット

ワーク化された軍への転換を模索してきたとまとめることができる。そしてこ

のような動きの背景に、冷戦終結以降の安全保障環境の大きな変化と英国の苦

しい財政事情があったことは明白である。

統合レビューの背景と概要統合レビューの背景と概要

　2016年6月、EU離脱の是非を問う国民投票で離脱派が勝利をおさめ、残留

派のリーダーであったキャメロンは首相を辞任、7月にテリーザ・メイが首相
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となった。しかしメイ首相は離脱協定案を議会で通すことができず、政権運営

に行き詰まり退陣に追い込まれる。そしてメイ政権で外相であったEU離脱派

のボリス・ジョンソンが、2019年7月首相に就任した。

　2019年12月の総選挙では、ジョンソン首相率いる保守党が大勝、こうして

英国が2020年1月31日をもってEUから離脱することが事実上確定した。

　これを受けて総選挙後に政府はさっそく、世界における英国の位置をあらた

めて定義し、外交から防衛、安全保障、開発にいたる国際政策のすべてを根本

的に見直す作業に着手する。2020年2月にジョンソン首相は声明のなかで、こ

れが「冷戦終結以降もっとも大きな見直し」29になるとその意義を強調し、ま

た検討の中心課題として以下のような点を掲げた30。

　・　�世界における英国の役割を定義し、国家安全保障・外交政策における長

期的な戦略目標を設定する。

　・　�英国が国際的な問題解決に貢献するとともに、責任を分担するような国

家となるための方法を明らかにし、どのようにしたら同盟諸国といっそ

う効果的に協力できるか検討する。

　・　�わが国が直面する危険や脅威に対処するために、次の10年間で必要と

される能力を見きわめる。

　・　�これらの目標を達成するために必要とされる、政府の制度や構造に対す

る改革策を洗い出す。

　政策の見直し作業は首相を議長とする国家安全保障会議が主導し、省庁を横

断する形で幅広く検討が行われた。また外部の専門家とも積極的に協議を行い、

ホワイトホール（日本でいう霞が関）的な思考にとらわれないよう注意が払わ

れている。

　当初はこれまでの5年おきというペースを守り2020年末までには完了予定で

あったが、コロナ禍の影響もあり数次にわたって遅れが生じ、2021年3月につ

いに前出の統合レビュー（IR: Integrated Review）として公表された。
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　このようにして従来のSDSRからIRへと検討の規模や対象が拡大されること

になったのである。これまで世界における英国の位置というものは、EUのメ

ンバー国として、そして米国との強固な関係、この2つを柱としていた。そし

て英国はしばしば、欧州と米国の架け橋としての役割も演じてきた31。

　しかしEUという片方の柱を失った――というよりも、みずから手放した―

―英国は、当然のことながら、もうひとつの柱である米国との関係強化に動く

と考えるのが地政学的には普通であろう。

　ただトランプ政権時代の米国にはナショナリスティックで自国本位の姿勢が

目立ち、大統領個人の独善的で予測困難な政治手法もあって英米関係が緊張し、

いわゆる「特別な関係」32にすきま風が吹いたこともしばしばあった 33。すなわ

ち米国への過度な依存も、リスクをはらんでいることが明らかとなったのであ

る34。

　こうして英国はブレグジット後の新たな国家像を根本的に描き出す必要にせ

まられたのであり、これに対するジョンソン政権なりの解答が IRということ

になる。

　ここではその IRの大枠、つまり国のあり方そのものについて記述した部分

について、概要をすこし紹介したい。

　統合レビューでは英国の中核的な国益として、①主権、②安全保障、③繁栄、

以上3点を順に掲げている35。ひとつ前の2015年のSDSRでは、「政府のもっと

も重要な責務は英国と海外領の防衛であり、わが国民と主権の保護である」36

と書かれており、主権に対する力点の置き方が異なっているのが容易に理解で

きる。

　離脱派はEUから主権を取り戻すことをブレグジットの旗印に掲げてきた経

緯があり、実際、完全離脱37の日にジョンソン首相は、英国が「自由を手にした」

とのメッセージまで出し、これを祝福した。そのような主権重視の姿勢がさっ

そくIRに反映されていることがみてとれる。

　そしてIRを通じて目指す全般的な政策目標としては、具体的に以下の4点が

設定されている38。
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　①　科学技術を通じて戦略的優位を保持

　　・　科学技術を国家安全保障政策の不可欠な要素として組み込む。

　　・　�世界的な科学技術大国、そして責任あるサイバー大国としての英国の

地位を強化する。

　②　開かれた国際秩序を形成

　　・　国際システムを再活性化するため、パートナー諸国と協力する。

　　・　�民主主義諸国にとって好ましく、普遍的価値を保護するような世界を

創造する。

　　・　国連のような国際秩序の既存の柱を強化、刷新する。

　③　英国の内外で安全保障と防衛を強化

　　・　�同盟諸国やパートナー諸国と協力して、現実世界およびサイバー空間

の双方において、わが国の安全保障に対する挑戦に対処する。

　④　内外の脅威に対して、より強靭な英国を築く

　　・　�異常気象からサイバー攻撃に至るまで、さまざまなリスクを予期し、

予防し、備え、対応し、回復するわれわれの能力を高める。

　また、IRに与えられた重要な課題のひとつとして、EU離脱が国際的な役割

縮小を意味したり、英国が内向きになったりするわけではないことを、国内外

に強く示す必要があった 39。こうして打ち出されたのが、「グローバル・ブリ

テン」の概念である。

　正確に言うと、「グローバル・ブリテン」という用語自体は、2016年に当時

の外相であったジョンソンによってすでに使われており、とくに目新しいもの

ではない。ただし、その具体的な中身について定義がなされていたわけではな

く、これまで以上に大きな国際的責任を英国が担うといったような漠然とした

内容にすぎなかった40。

　したがって IRでは、もっと踏み込んでこの概念の説明がなされている。す

なわち新しい英国のあるべき姿、今後10年間で目指すビジョンについて、提
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示されているのである。上記の国家目標とは当然ながら重なる部分もあるが、

主要なポイントを紹介する41。

　①　より強く、安全で、繁栄し、強靭な英国

　　・　�英国が民主的主権の導き手となり、また世界でもっとも影響力のある

国のひとつとなる。

　　・　�コロナ禍からの早期復興と力強い経済回復、実世界そしてデジタルな

世界における脅威や危険に対し、より強靭な国となる。

　　・　�わが国の繁栄と戦略的優位を後押しするため、科学技術における革新

を推進する。

　②　世界的視野を持つとともに、問題を解決し責任を分担する国家

　　・　国連安保理常任理事国としての責任を果たす。

　　・　開かれた国際秩序の維持に、これまで以上に積極的な役割を果たす。

　　・　�志を同じくする国々と協力しつつ、英国が中心となって人権と国際的

な規範を擁護する。

　③　繁栄のための新たな基盤形成

　　・　�グリーン・テクノロジーで世界を牽引し、気候変動と生物多様性の喪

失への取り組みにおいて、国際的なリーダーシップを発揮する。

　　・　�科学技術大国として認められるべく、AIのような先端領域で技術的

優位を確立する。

　　・　�海外から才能のある人々をひきつけ、国際的なイノベーションの発信

地となる。

　④　より競争的になった世界への適応：統合アプローチ

　　・　�英国は安全保障、外交、開発、紛争解決、貧困削減といった分野で主

導的な役割を果たし続ける。

　　・　�海洋通商国家として、英国は自由で公正な貿易の世界的な擁護者とな

り、腐敗や搾取、知的財産権の窃取から、わが国の経済の開放性を守

る。
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　　・　�英国の外交機関、軍、情報機関を世界でもっとも効率的で革新的なも

のとする。

　　・　�英国は核抑止力を保持する。その軍事力は世界的な到達力を有し、5

つの作戦領域（陸・海・空・宇宙・サイバー空間）すべてを通じて統

合されたものとなる。また積極的な宇宙計画を推進し、世界をリード

する民主的なサイバー大国のひとつとなる。

　このような新しい国家像や目標の提示を踏まえ、統合レビュー（IR）およ

び防衛政策文書（DCP）は、英国を取り巻く安全保障環境をどのように評価し、

また具体的にいかなる政策を打ち出しているのか。以下においては、議論を引

き起こしているような、あるいは注目に値するようなポイントについて、いく

つかしぼって論述する。

脅威認識脅威認識

　自国に対する脅威をどのように見積もるかは、安全保障・防衛政策の根幹を

なす。今回の新たなレビューの大きな特徴のひとつは、激動する世界情勢を反

映し、従来からの脅威認識にいくつか重要な変化がみられることである。そし

てこのことは、次節以降で扱う政策にも当然ながら影響を与えている。

　2015年のSDSRでは、今後10年間で対処すべき安全保障上の課題として、

以下の4種の脅威を順に列挙していた42。

　①　テロや過激主義の高まる脅威

　②　国家を基礎とした脅威の再来と国家間競争の激化

　③　サイバー上の脅威

　④　ルールに基づく国際秩序の浸食

　このように英国の安全保障に突き付けられた挑戦の筆頭に、やはりテロが挙

げられており、具体的には ISIL （いわゆる「イスラム国」のこと）やアルカ
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イダ、さらに北アイルランド関連のテロの危険性に言及している。

　次の②では主としてロシアの行動への懸念がかなり明白に述べられており、

ロシアがますます攻撃的で権威主義的になり、また核戦力を含む軍の近代化に

多大な投資が行われていると指摘している43。

　ただロシアという国自体が脅威であると明言するのは避けたようで、国家間

で食い違いはあれども、たとえば ISILを含む幅広い世界的な課題について、

ロシアと協力する方法を模索していくとも書かれている。

　なお、ここでは北朝鮮による核・ミサイル開発についても重大な懸念事項と

して挙げられている。

　第3のサイバー攻撃については、社会のネットワーク化がますます進むなかで、

脅威の高まりへの警戒感を示すとともに、バイオテクノロジーや遺伝子工学な

どの新技術が悪用される可能性についてもあわせて触れている。

　最後の④では国際規範を無視したロシアによるクリミア併合、アサド政権の

化学兵器使用が実例として挙げられている。

　実のところ、このSDSRの脅威認識に関する部分で、とくに中国についての

記述はない。アジア太平洋地域と英国の関係について述べているまったく別の

箇所で、中国は日韓に続いて登場し、協力関係を深めるべき国のひとつとして

大きく取り上げられている 44。とりわけ経済的な関係強化が強調されており、

対中輸出を拡大する目標が掲げられている。

　すなわち中国を国家安全保障への脅威、あるいは国際システムの不安定要因

とみなすような視点は希薄で、拡大する中国市場をもっぱらビジネスチャンス

と捉えていたわけである。

　上述のような脅威認識はやはり全体としてみたとき、米国での同時多発テロ

以降に一般的だった世界観を如実に反映していると解釈することができる。

SDRからSDSRにかけて、国家による軍事的脅威が忘れられていたわけではも

ちろんないが、やはり焦点としては国内外でのテロとの戦い、そして近年では

サイバーテロの危険などに関心が集まる傾向があった。

　しかしながらその後、基本的な価値観が相容れない国々による、既存の国際
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秩序や規範に挑戦するかのような行動が、もはや看過しえないレベルになって

きた。このような情勢の変化が、統合レビューに反映されるようになったので

ある。

　2021年の IRは、世界がより競争的で多極化の方向に進んでいるとの状況認

識を示し、今後10年間の国家安全保障・国際環境を評価するうえで、英国にとっ

てとりわけ重要な潮流として、以下の4点を挙げている45。

　①　地政学的・地経学的変動

　　・　中国の国力増大と強まる国際的な自己主張

　　・　インド太平洋の高まる重要性

　②　システム上の競争

　　・　国際ルールや規範をめぐる国家間競争の激化

　　・　民主主義的な価値と権威主義的統治システムの間の競争

　　・　戦争と平和の境界を試すかのような動き

　③　急速な技術的変化

　　・　�多大な便益をもたらし、経済・社会のあり方を塗り替える可能性があ

るが、同時に地政学的な競争を激化させる危険

　④　国境をこえた課題

　　・　�気候変動、組織犯罪、テロ、生物多様性の喪失といった問題は、世界

の安全保障と繁栄を脅かすので、その対処には多国間の協力が不可欠

　　・　�これらの課題のうち、気候変動と生物多様性の喪失については、とり

わけ緊急の行動が必要

　具体的な国としては、ロシアを「英国にとってもっとも深刻な直接的脅威」

と位置づける一方、中国が「システム上の競争相手」とされ、懸念が示されて

いる46。

　Daesh（いわゆる「イスラム国」の呼称として、ISILに代わってこのDaesh

を英政府は使うようになった）47については、統合レビュー全文を通じてたっ
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た２度のみ言及されており、明らかに関心の比重が下がっている。

　代わって国家の存在が前面に出てくるようになり、国際システムの秩序や安

定性が危惧されているわけである。

　防衛政策文書（DCP）の方では、国別・対象別で英国の安全保障にとって

の脅威や危険をもっと詳しく論じている48。

　①　ロシア

　　・　�ロシアは核戦力、通常兵力、グレイゾーンにおいて最大の脅威を及ぼ

し続けている。

　　・　�軍の近代化とリスクをいとわない姿勢のゆえに、ロシアは予測不可能

で手ごわい相手である。

　②　中国

　　・　�中国の増大する国力は、現代世界でもっとも重大な地政学的要素であ

る。

　　・　�他のどの国よりも急速な中国による軍の近代化と強まる国際的な自己

主張は、ますます大きな課題を突き付けている。

　③　イランと北朝鮮

　　・　�イランと北朝鮮は引き続きそれぞれの地域に危険を及ぼしており、と

くに両国の核計画は世界の安定を脅かす。

　④　テロリズム

　　・　テロは英国およびその国益にとって、活発で進化し続ける脅威である。

　　・　�テロの脅威はサイバー空間や先進的な兵器へのアクセスによって増大

される。

　⑤　気候変動と生物多様性の喪失

　　・　�気候変動と生物多様性の喪失は全地球にとっての課題である。

　　・　�気候変動は不安定性、移住、砂漠化、天然資源をめぐる競争と紛争を

引き起こす。

　⑥　サイバー空間と宇宙
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　　・　�これらの領域の使用を規制する国際的な協定や規範が限定的なものに

過ぎない。

　　・　�伝統的な陸海空に加えて、これらの新領域を統合することが常態とな

り、敵対勢力はわが方が強い領域を避け、弱いところを突いてくると

想定される。

　⑦　次世代兵器

　　・　�わが方の長年にわたる技術的優位が、極超音速ミサイルや原子力推進

式巡航ミサイルといった先進的通常兵器への重点投資によって、ます

ます大きな挑戦にさらされている。

　

　このように警戒すべき対象として、国家もしくはその行動が明らかに目立つ

ようになっており、その筆頭に位置するのがロシアなのである。しかもSDSR

から踏み込んで、IRもDCPでも、ロシアを脅威とはっきり明示するようになっ

ている。

　このことの背景に、ソールズベリーにおけるロシア人元スパイの毒殺未遂事

件が影響しているのは、ほぼ間違いないであろう。SDSRの前に起こったクリ

ミア併合のケースと違い、この事件は英国内で発生したものであり、ロシアの

国家ぐるみの犯行であるのが確かとすれば、これ以上ない明白な主権の侵害で

ある。

　事件は2018年3月、英国南部の静かな街ソールズベリーで起こった。ここで

暮らしていたロシア人元スパイの男性とその娘が、ロシア軍の情報機関――

GRU（ロシア連邦軍参謀本部情報総局）――の工作員とみられる2人によって、

暗殺の標的となったのである。

　犯行に使用されたのは化学神経剤「ノビチョク」で、親子と最初に駆け付け

た警察官が重体におちいったが、彼らはかろうじて命を取り留めた。さらに同

年6月に、まさかノビチョクが入っているなどとは知らず、拾った小瓶の中身

に触れてしまった英国人女性が死亡、その恋人の男性が重体となった49。

　事態はその後、関与を全面否定するロシアと欧米諸国の間で、外交官追放合
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戦へと発展した。

　中国が懸念すべき存在として、ロシアの次に取り上げられているのも、

SDSRからの大きな変化である。統合レビューによれば、中国は権威主義国家

であり、その価値観が異なるという事実は、英国と同盟諸国に難題を突き付け

ている 50。そしてもし中国がわれわれの価値や利益を脅かすなら、英国は立ち

上がるのを躊躇しないだろうとまで述べている51。

　防衛政策文書の方では、中国の台頭における軍事的側面にとくに着目し、質

量ともに増強を続ける海空軍について強い警戒感を示している52。

　このような認識の変化は、中国の強引な海洋進出、新疆ウイグル自治区での

人権侵害、さらに国家安全維持法（国安法）による香港の民主派弾圧などによっ

て引き起こされたのであろう。とりわけ英国の立場上、香港の一国二制度潰し

はおそらく決定的だったのではないかと考えられ、もはや中国による国際秩序

と規範への挑戦を看過しえないとの判断に至ったものとみられる。

　英政府はこうして IRとDCPにおいて、ふたたび世界が基本的な価値観を共

有していない国家間の厳しい競争と対立の時代に突入したと分析しているので

ある。

　ただし、ロシアと中国では扱いがかなり違う事実は見過ごせない 53。すでに

触れたように、統合レビューではロシアを「もっとも深刻な直接的脅威」と名

指しする一方、中国はあくまで「システム上の競争相手」という位置づけであ

る。防衛政策文書でも、中国の軍事力増強に懸念を示しつつも、脅威とまでは

呼んでいない。

　米バイデン政権が就任後に発表した国家安全保障戦略の指針において、中国

は「経済力・外交力・軍事力・技術力を結集し、安定的で開かれた国際システ

ムに持続的な挑戦を仕かけることのできる唯一の競争相手」と記述されてい

る54。おそらくは英政府もこのような表現と足並みをそろえたのであろう。

　中国の軍事力増強や海洋秩序への挑戦はなにも目新しいことではない。中国

が進出を続ける東シナ海・南シナ海と欧州では、距離的に相当離れている。ウ

イグル族や香港への抑圧にしても、重大な国際規範違反ではあるものの、ドラ
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イに考えれば英国本土に対する直接の軍事的脅威ではない。したがって中国は

あくまで警戒すべき競争相手であり、国際システム上の攪乱要因という位置づ

けは、理解できないわけではない。

　このあたりに英国の苦悩が垣間見える。本来ならばEU離脱後、経済的な結

びつきをいっそう強めたかったのは、まちがいなく中国だったはずである。輸

出の相手先、投資の誘致という意味で、中国の拡大し続ける経済的プレゼンス

を無視することはできない。

　それゆえ英国にとっての「脅威」ときっぱり明示し、事実上の仮想敵国扱い

までしてしまうようなことは、おそらく躊躇したのであろう 55。実際、IRでも

DCPでも中国とは互恵的な協力の余地があると繰り返し強調されている。

　統合レビューにおいて、英国のような通商国家は中国への関与を続ける必要

があり、有益な経済関係は今後も追求するとしている 56。中国は今後10年間、

他のどの国よりも世界の経済成長に寄与する見込みであると冷静に評価したう

えで、協力を維持し互いの相違を管理するための外交的枠組みが必要であり、

また気候変動や生物多様性の喪失といった世界的課題に取り組むにあたって、

中国はますます重要なパートナーであるとすら述べている57。

　防衛政策文書でも同様に、英国の価値と世界の利益はあくまでも守らねばな

らないが、中国とは協力を続ける必要があり、経済関係の相互利益は維持しな

ければならないとしている58。

　しかしそうはいっても、英国はビジョンとして開かれた国際秩序の維持と国

際規範の擁護を高らかに掲げており、中国の覇権主義的姿勢や価値観と根本的

に相容れないのは明白である。基本的人権を守ろうとしない中国と協力し、関

係を深めるというのは、本来なら筋が通らない。

　経済分野だけを都合よく切り分ける現実主義的な英国の対応が、はたして実

行そして持続可能なのかは、あまり定かではない。そもそも中国は相手国の政

治や外交を揺さぶる際に、その経済力を武器として用いる傾向が非常に強い国

である。

　とりわけ香港問題は英中間において、大きな摩擦要因として残ることになる。
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香港に50年間の高度な自治を認めた返還時の約束はあっさりと破られ、英国

の体面は大きく傷つけられた。

　英政府の情勢判断や脅威認識については、今後の香港をめぐる動向次第でお

そらく変更の余地もあるかもしれず、次回のレビューでいかなる対中観が示さ

れるか、注目すべき点である。

英軍の再編：予算・人員・装備英軍の再編：予算・人員・装備

　統合レビュー（IR）に先立ち防衛支出の増加が、2020年11月にすでに発表

されていた。ジョンソン首相の議会声明によると、国際情勢はきわめて危険で

競争的になっており、そのため以後4年間にわたって、防衛支出を241億ポン

ド増額し、対GDP比で2.2％に引き上げるとのことである 59。そしてこれは冷

戦終結以降で、最大規模の防衛投資になると自画自賛した60。　

　翌年の統合レビューのなかでも増額はあらためて確認され、また4年間で総

額1,880億ポンドにおよぶ防衛費のうち、66億ポンドを研究開発（R&D）に費

やす方針が示された 61。指向性エネルギー兵器や先進型高速ミサイルといった

次世代の軍事技術分野で、最先端を維持するためである62。

　ただ、このような防衛予算増の割を食う形となったのがODAで、パンデミッ

クの経済的影響が理由として挙げられているが、開発援助費が公約だったはず

の対GNI比0.7%から、2021年は0.5%に削減されることになった63。

　この削減はあくまで一時的なもので、首相は財政事情が許すなら0.7%に戻す

としているが、それが具体的にいつか明言はされていない 64。このような対外

支援の減額は、ソフトパワー大国を目指す英国の立場と矛盾する、と危惧ある

いは強く批判する専門家もいる65。

　いずれにしてもこのように予算の大枠が定められたことをふまえ、具体的に

英軍の人員や装備などについては、どのような整備計画となっているのであろ

うか。なお、IRは主として国家戦略の基本や方向性について記したもので、

防衛関係の詳細はDCP（防衛政策文書）に書かれている場合が多い。したがっ

て以下ではDCPを基本としつつ、必要に応じて IRや関連した声明なども参考
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に検討を進める。

　実のところ人員については、防衛支出のかなりの増額が認められたにもかか

わらず、陸軍に対してふたたび削減が求められことになり、議論を呼ぶことに

なった66。

　前回の2015年SDSRでは、長年にわたって人員の削減傾向が続いてきたので、

陸軍については82,000名を下回らないこと、と確認されていたはずである。し

かしながら今回のレビューでこの目標値はあっさり撤回され、2025年までに

72,500名に削減することが決められた67。

　ただし、これは1万名弱の削減を意味するものではなく、2021年時点で陸軍

の兵員数は約76,000名で、そもそも目標値には達してはおらず、したがって

実際にはおよそ3,500名の削減となる。解雇といった強引な手段はとらず、自

然減で対応するとのことである68。

　とはいえ2010年に102,000人だった陸軍は、15年間でその3割近くも失うこ

とになり、英国内では各方面からかなり問題視されている69。

　たとえば、陸軍はすでに小さすぎるのに、これより小さくなると戦闘能力が

制限され、同盟諸国の不信を招くことになる、あるいは「グローバル・ブリテ

ン」の呼び名にふさわしい国際的な責務が果たせるのか、さらには欧州方面で

伝統的な軍事力同士の大規模紛争が勃発した場合、NATO加盟国としてもはや

対応できないのではないか、などといった数々の疑問や批判の声があがってい

るのである70。

　なお海空軍の人員については、SDSRで定められた目標値からの変更はない。

　DCPのなかでは、将来戦における能力は人員や装備の数ではなく、情報技

術や自動化にこそ大きく左右され、技術的優位を確保することで数的な削減は

可能と正当化されている71。過去の防衛レビューでも登場した技術重視の思想、

悪く言えば、かたくなな技術偏重主義がここでも表れている。

　では装備や編成などについて、IRとDCPはどのような施策を打ち出してい

るのか。その主要なポイントをまとめると以下のようになる。競争時代に適合

した軍の近代化を目指し、最新鋭兵器の開発や調達にきわめて意欲的な内容で
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ある72。

　・　�宇宙司令部（Space Command）を創設し、宇宙領域における軍事的な

指揮統制を強化する。

　・　�国防省やGCHQ（政府通信本部）、SIS（秘密情報部）、さらにDstl（国

防科学技術研究所）からも人員を集め、国家サイバー隊（National 

Cyber Force: NCF）を新設する。統一的な指揮下で攻勢的サイバー作

戦を実施し、その際は英国法および国際法を遵守し、責任ある形で行う。

　・　�4年間で230億ポンドをかけ、陸軍を抜本的に近代化する。新型車両、

長距離精密火力、新防空システム、無人偵察機、電子戦能力などに必要

な投資を行い、陸軍装備を最新のものに転換させる。

　・　�現有のチャレンジャー2戦車227両のうち、148両をチャレンジャー3へ

とアップグレードする。残る79両は退役。

　・　�新型艦を導入し旧式艦を退役させ、2030年代の初めまでには、20隻以

上のフリゲート艦・駆逐艦を保有する。

　・　�核抑止力の更新を継続する。既存のヴァンガード級の後継として、予定

通り4隻のドレッドノート級戦略ミサイル原子力潜水艦を建造する。計

画は順調で2030年代前半に1番艦が就役予定。

　・　�アステュート級攻撃型原子力潜水艦計7隻の建造を再確認。そのうち4

隻はすでに就役済み。

　・　�空母2隻――クイーン・エリザベスとプリンス・オブ・ウェールズ――

の双方を2023年には運用できるようにし、空母打撃群（Carrier Strike 

Group: CSG）1個を常時展開可能とする。

　・　�2025年までに48機以上のF-35ステルス戦闘機を購入し、引き続き空母

打撃力の向上をはかる（ただし、最終的には計138機のF-35を調達する

という、2015年のSDSRで設定されていた目標値への言及がなくなって

しまっている）。

　・　�4年間で20億ポンド以上を次世代戦闘機テンペストの開発に投資する。
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ユーロファイター・タイフーンの後継機として、2035年から運用を開

始する計画。

　・　�タイフーンのトランシェ1（初期生産型）は2025年までにすべて退役とし、

残りに改修を施す。

　・　�予定より早く2023年にすべてのC-130J輸送機（14機）を退役させる。

代替のA400M（22機）とC-17（8機）で、輸送力と柔軟性の向上が期

待できる。

　・　�E-3D （早期警戒管制機） 5機は2021年に退役させ、2023年に3機の

E-7Aを就役させる73。

　・　�現在9機の無人機リーパーを2024年までに16機の後継機プロテクターに

更新し、対テロ作戦におけるISR（情報収集・警戒監視・偵察）能力と

打撃力を強化する。

　このように異論があったODAや陸軍人員の削減といった措置ばかりでなく、

旧式となった装備も容赦なく退役処分とされており、軍事的な合理性はさてお

き、その思い切った姿勢は相変わらずである。

　一方で、空母打撃群の整備や原子力潜水艦の更新、テンペスト戦闘機の開発

といった、巨額の経費が見込まれる大型プロジェクトが数多く並んでいる。

　つまり増えたとはいえ限られた予算は、次世代技術の研究と最新鋭装備の取

得に優先して振り向け、質の面で先端的な軍事力を維持するというのが、英政

府の意図であり選択なのであろう。

インド太平洋地域の重点戦略インド太平洋地域の重点戦略

　今回の統合レビュー（IR）で打ち出された目玉とでもいうべきものは、イ

ンド太平洋地域の重点戦略である。同文書のなかでは「インド太平洋への傾斜

（Indo-Pacific tilt）」と表現されている。

　その背景には、世界がいっそう多極化の方向に向かい、地政学的・経済的な

重心がインド太平洋方面に移りつつあるという、IRの状況認識がある74。
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　IRでは、英国がこれまで以上にこの地域に関与すべき理由として、以下の3

点が挙げられている75。

　①　経済的機会

　　・　�インド太平洋は世界の成長エンジンである。世界人口の半分、全世界

のGDPの40%を占める。世界でもっとも急速な経済発展を遂げている

国々のいくつかは、この地域にある。

　　・　�英国からすると、世界貿易の17.5%はすでにインド太平洋が占め、ま

た対内直接投資の10%は同地域からである。

　②　安全保障

　　・　�インド太平洋地域は激化する地政学的競争の中心地であり、潜在的に

紛争の発火点となりうる場所が複数存在する。

　　・　�英国のアジアとの貿易の多くは海上輸送に依存しており、インド太平

洋のチョークポイントを通過することになる。航行の自由を守ること

は、それゆえ英国の国益にとって不可欠である。

　③　価値

　　・　�開かれた社会を促進し、国際ルールと規範を維持するためには、協力

関係の拡大と深化が必要である。

　　・　�世界でもっとも貧しい人々の3分の1がこの地域に暮らしており、そ

の発展に英国はコミットし続ける。

　　・　�女子教育や気候変動といった世界的課題で、志を同じくするパートナー

諸国と緊密に協力する。

　のちほどまた触れるが、インド太平洋へ英国が関与を強める主たる理由とし

て、経済――すなわちビジネス――が上位に来ていることには留意が必要であ

る。

　では IRで打ち出されたインド太平洋重視の姿勢、その軍事的側面について

具体的にはどのような措置が提唱されているのだろうか。以下に防衛政策文書
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（DCP）の記述をまとめたい76。

　・　�2021年、クイーン・エリザベスを中心とした大規模な空母打撃群を（地

中海、中東を経由して）インド太平洋に派遣し、同盟諸国やパートナー

諸国との結びつきを深める。最先端の軍事力を世界に誇示するとともに、

英国がグローバルに行動する意思と能力を有するという力強いメッセー

ジを発する機会ともなる。

　・　�インド太平洋における海洋プレゼンスを強化する。具体的には、2021

年から哨戒艦（Offshore Patrol Vessels: OPVs）、2023年からは沿海即

応群（Littoral Response Group: LRG）、そして2020年代の後半にフリ

ゲート艦（Type 31 frigates）を配備する。これらは航行の自由を守る

ことなどを目的としている。

　・　�5か国防衛取り決め（Five Power Defence Arrangements: FPDA）に

対して、これまで以上に一貫した貢献をする（FDPAとは英、豪、ニュー

ジーランド、マレーシア、シンガポール間で1971年に締結された、英

連邦諸国間のゆるやかな防衛協力協定。どれか1か国が武力攻撃を受け

た際、ただちに対応を協議することが定められている。ただし防衛義務

はない）。

　・　ASEAN諸国との防衛協力を緊密にする。

　・　�豪、日、韓、印といった地域の国々と、防衛産業の面で関係を拡大し深

化する。

　続けてDCPでは、国別での協力や関与のあり方についても、述べられている。

　・　�インド：英国のインド太平洋傾斜政策において、インドとのパートナー

シップは主要な柱である。インド洋における海洋安全保障で協力関係を

確立する。また相互運用性の向上のため共同演習を実施し、海洋安全保

障環境に対する両国の理解を深める。
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　・　�日本：英国と日本の防衛関係は近年、共同演習などを通じて大きく深化

した。アジアにおけるもっとも緊密な安全保障上のパートナーである日

本とは、今後、関係のさらなる発展が見込まれる。自由で開かれたイン

ド太平洋に向け、英軍と自衛隊の協力を深めていく。

　・　�パキスタン：長年にわたる関係があるパキスタンとは、地域的な安全保

障上の目標を共有しており、また英国にはその移民も多い。国境紛争を

抱え、複雑な安全保障環境のもとにあるパキスタンにとって、英国との

防衛関係は今後も重要であり続けることであろう。

　・　�韓国：韓国との防衛関係は英国にとって非常に重要で、人員の交流や情

報共有によって、朝鮮戦争で構築された戦略的パートナーシップを永続

的なものにしていく。また共同訓練を通じ、両国の相互運用性を高める

よう努める。

　・　�アフガニスタン：英国はアフガニスタンの治安部隊を2024年まで財政

的に支援することを約束している。アフガニスタンが再びテロの温床と

ならないことが英国の安全保障上の目標であり、そのためには自立した

治安部隊こそがもっとも有望な策である。

　このようにアジア回帰の方向性がかなり鮮明となっている内容であり、従来

の姿勢から大きな政策転換をはかっているのは間違いない77。

　しかしだからといって一部報道でみられるように、日英同盟が復活すると期

待したり、あるいは英国が対中包囲網にすぐにでも加わると考えたりするのは、

あまりにも大げさである。

　たしかに英国が対日関係をこれまで以上に重視するようになっているのは明

白である。ただ、「アジア太平洋」ではなく、わざわざ「イ
・ ・ ・

ンド太平洋」とい

う呼称を使っていることからしても、おそらくはインドとの連携にもっとも重

きを置いているのではないかと広く考えられている78。

　また、英国にとってはインド同様に歴史的な結びつきの強いアジアにおける

英連邦の国々との間で上述のFPDAが存在するが、これを集団同盟体制に格上
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げしようというような話はない。ただし、その再活性化と役割の拡大には、か

なり熱心に取り組んでいるようである79。

　こうして日英同盟の復活を論じるのはいくらなんでも早計であり、過剰な期

待はせずにすこし冷静になる必要がある。しかしながら英国の政策転換にあわ

せて、日本側としても両国間の防衛協力をいっそう深めていく努力は積極的に

すべきであろう。

　たとえば、英国は次世代戦闘機テンペストの開発で、日本側との協力に期待

している旨の記述が防衛政策文書に見られる 80。こういった研究開発はもちろ

んのこと、情報共有や定期的な共同演習などさまざまな面で、アジアに目が向

いた英国と連携を強めていかねばならない。

　さらに日本としてきわめて重要なのは、英国と対中認識の統一に向けて、意

思疎通をはかっていくことであろう。

　というのも脅威認識の項ですでに説明したように、英国の対中観はひとこと

で言って煮え切らないものであった。拡大する中国市場の魅力や対英投資への

期待を断ち切れず、なんとかして良好な経済関係だけは維持したいとの思惑が

にじみ出ていた。

　普通に考えれば、中国の覇権主義的な対外行動と人権抑圧は、グローバル・

ブリテンが信奉する価値や規範と真っ向から反するはずである。政治や安全保

障をビジネスから切り離したいというのが英国の本音であろうが、近年あから

さまに大国意識をむき出しにするようになった中国相手に、いつまでそのよう

な綱渡りが通用するのか、かなり疑問である81。

　とはいえ目下のところ、中国を正面から脅威と認定することに二の足を踏ん

でいるのは事実であり、決定的な対立に陥るのを英国が避けようとしているこ

とは明白である。

　したがって言葉の上ならともかく、実態として対中包囲網――そのようなも

のが現状はたして存在するのかどうかはさておき――に英国が安易に加わると

は考えにくい。

　ただしこのような姿勢は、英国をめぐる安全保障環境を考えれば、理解でき
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なくもない。英国にとって切迫した直接的脅威はロシアである。したがって

EUを離脱したとはいえ、NATOに残留する英国の安全保障戦略における軸足は、

アジアではなくあくまで欧米に置かれることになる。

　統合レビューにおいても、英国の欧州安全保障に対するコミットメントは揺

るぎない、米国はもっとも重要な戦略的同盟国である、わが国の安全保障上の

焦点は引き続き欧州大西洋地域に主として注がれる、といった文章が各所に並

んでいる82。

　こうして端的に言ってロシアが主敵であり、それゆえ英国の国益にとって死

活的なのは欧州の平和と安全である以上、軍事力を他の方面に振り分ける余裕

があるかどうかについては、かなり懐疑的にならざるをえない。

　これまでSDRからIRに至る冷戦後の防衛レビューの歴史を振り返ってきたが、

その過程で英軍は削減に次ぐ削減を強いられてきた。たしかに高い質を維持し

ようとする姿勢こそ一貫して変わらなかったが、数量面はもはや諦めたのかと

いうほど英軍は陸海空のすべてで小さく、そして少なくなっている。

　とすると、インド太平洋地域に平時はもちろんのこと、たとえ有事であって

も英国がそれほどリソースを割けるとは考えにくい。

　2021年にクイーン・エリザベスを中心とした大規模な空母打撃群をはるば

るアジアへと展開し、各国と積極的に共同演習したこともあり、英国のインド

太平洋戦略が大いに注目を浴びたが、これはあくまで「派遣」であって恒久的

な「配備」ではないことに注意しなければならない。

　DCPによれば前述のように、哨戒艦、沿海即応群（LRG）、そしてフリゲー

ト艦と順次、インド太平洋地域に配備がすすんでいく計画ではある。

　このうち哨戒艦については、実際に2021年から5年間の任期で、2隻がイン

ド太平洋に配備された 83。グローバル・ブリテンの海洋プレゼンスを示すとい

う象徴的な意味合いはたしかにあるのかもしれないが、実態としてはアフリカ

東岸から米西海岸にいたる広大な領域をたったこの2隻が担当することになる。

しかも配備されたリバー級哨戒艦は英海軍所属ではあるものの、武装は機関砲

程度で、対空兵器、ミサイル、魚雷などは装備されていない。つまり戦闘を主
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目的とするものではなく、あくまで警備救難用であり、日本でいうなら海上保

安庁の巡視船にあたる。

　次に2023年からインド太平洋方面への配備が予定されている沿海即応群で

あるが、これは海兵隊を中心に新たに編成される水陸両用戦部隊のことである。

従来のものよりかなりコンパクト化、スリム化して即応性や機動性を高め、こ

れを輸送用の艦船やヘリとともに前方展開させることで、危機への対処を迅速

に行うことが意図されている84。

　この構想を検証すべく、沿海即応群（LRG (Experimentation)）が2020年

にさっそく試験的に編成され、地中海、バルト海、北アフリカへと3か月間展

開し、各国と共同演習を行っている85。

　この時の部隊構成は揚陸艦、補助揚陸艦、駆逐艦とヘリで、乗組員や操縦士

をあわせた総員1,000名超、そのうち海兵隊兵士は約250名であった。ただし

沿海即応群の編成や規模については、かならずしも固定したものとはならない

ようである。

　そして2021年には欧州大西洋方面（LRG (North)）に、2023年からはイン

ド太平洋地域（LRG (South)）にも配備され、以上2つの沿海即応群が運用さ

れる計画となっている。

　その想定される任務としては、人道支援、災害救助、非戦闘員退避活動、海

賊対処、海上阻止行動（Maritime Interdiction Operation：武器や麻薬の密輸、

テロリストの移動などを洋上で取り締まる活動）、対テロ特殊作戦、限定的な

軍事介入などがあり、かなり幅広い役割が期待されているようである。

　たしかにこれはグローバル・ブリテンを体現した非常に意欲的な前方展開戦

略である。ただし、仮に国家が相手の全面的な武力紛争が発生した場合、沿海

即応群単独では対処できないであろう。

　過酷な状況下で本格的な強襲揚陸作戦を遂行するには、もちろんLRGの編

成次第ではあるが、防空能力、支援火力、空輸能力がまったく足らないと指摘

されている 86。また英海軍には、現代水陸両用戦に不可欠な航空運用能力を十

分に備えた揚陸艦が、絶対的に不足しているとも言われる。もちろん地上戦闘
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要員も足りないであろう。

　ただし、これらはかならずしも欠点というわけではなく、いわば設計思想の

問題である。もともと沿海即応群は、さまざまな事態や危機への初動対応を担

うことがあくまでその役割であり、必要とあらば増援部隊として空母打撃群が

これに加わることがあらかじめ想定されている。

　しかし重要なのはまさにこの点である。はたしてその空母は来るのであろう

か。もちろん英国の存亡が関わるような事態では、躊躇なく空母が――それど

ころか状況次第で核兵器搭載の原子力潜水艦すらも――投入されるであろう。

　しかしたった2隻しかない虎の子の空母をそう簡単に展開するとは考えにくい。

とりわけ、テロリストや武装勢力などとちがって相手国が有効な対艦ミサイル

を保有する場合、当然ながらその射程圏内に空母を進出させることには、かな

り慎重になるであろう。そもそも英海軍には護衛用の水上艦が少なすぎる。

　そしてインド太平洋が地政学的にどれほど重要な地域であるとしても、その

安全保障が英国にとって死活的とまではおそらく認識されていないのが現実で

ある。

　では最後に、哨戒艦と沿海即応群に続いてインド太平洋地域への将来的な配

備が予定されているのは、31型の汎用フリゲート艦である。これは前述の哨

戒艦とちがって、たしかに戦闘艦である。

　このフリゲート艦（インスピレーション級）は新型艦で長期派遣を意図した

設計となっており、合計5隻が建造される計画である。予定では2030年2月ま

でに全艦が順次就役することになっている。このうち何隻がいつインド太平洋

に配備されるかは、もっか不明である。

　ただすでに配備された哨戒艦同様、あまりにも広大な海域をカバーすること

になり、軍事上どれだけ実質的な意味があるかは判断が難しい。

　また過去の防衛レビューにおいて、予算の都合で政策が簡単に覆されてきた

事例があるのは、これまで見てきた通りである。

　したがってフリゲート艦の配備については、まだ確定事項とは考えない方が

無難であろう。艦数に余裕がなく、常駐ではなく定期的な派遣程度になるかも
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しれない。

　たとえばフォークランド諸島は、英国にとっては歴史的な経緯から、その主

権を守るため定期パトロールなどではなく、常駐のようなきちんとした形でプ

レゼンスを維持する必要がある。しかもこれについては、同盟諸国を頼ること

はできないので、英国単独でやらねばならない。英海軍はかつてフリゲート艦

もしくはミサイル駆逐艦を交代で常駐させていたが、現在では哨戒艦がその役

割を果たすようになっている87。

　仮に31型フリゲート艦がインド太平洋方面に予定通り配備されたとしても、

結局、長い目で見れば同じことが起きるかもしれない。

　こうして、たしかに英国のアジア回帰はきわめて画期的で歓迎すべきもので

はあるものの、軍事的な裏付けという面ではかならずしも十分ではない。仮に

英国にその気があったとしても、欧州方面へのコミットメントもあり、おそら

く余力はほとんどないのが実態であろう。

　しかもアフガニスタン情勢の急変のように、突発的な事態が世界のどこかで

また予想外に発生し、長期にわたって英軍のリソースを拘束する可能性も捨て

きれない。

　すくなくとも現状で、英国の新たなインド太平洋傾斜政策というものは、軍

事力の重点配備戦略などではなく、あくまで国家戦略や外交戦略の一環、ある

いは防衛協力・交流の推進戦略として理解すべきであろう。

核軍縮路線からの離脱核軍縮路線からの離脱

　今回の統合レビューで示された核兵器をめぐる新たな政策は、英国が漸進的

ではあるものの長年にわたって推し進めてきた核軍縮の努力とは、突如として

逆の方向を示しており、国内外で論争を巻き起こしている88。

　2010年のSDSRでは、2020年代の半ばまでに保有する核弾頭の総数を225発

から180発に、運用可能な状態の核弾頭数を160発から120発に削減することが

定められた。あわせて、戦略ミサイル原子力潜水艦1隻あたりに搭載する核弾

頭を、48発から40発に減らすことも決められていた。
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　2015年のSDSRでも、これらの目標値にとくに変更は示されていない。

　こうして、莫大なコストがかかっても戦略原潜を更新し、核抑止力自体はあ

くまで保有し続けるという政策は堅持されていたものの、核兵器の数量面での

削減は適宜情報を開示しつつ着実に継続されていくはずであった。

　冷戦期の英国はあくまで推計ではあるが、最大で520発程度の核弾頭を保有

していたと考えられている。もしSDSRが定めた目標を達成すれば、それ以前

から行われていた核軍縮措置とあわせ、約65％もの削減を完了することにな

る89。

　しかしながら2021年の統合レビューにおいては、核弾頭の総数を上限260発

に引き上げることが発表されたのである90。この決定によって英国の核保有数は、

以前の目標値から40%以上も増えることになってしまう。

　しかもこの260発のうち、どれくらいの数が運用可能な状態に置かれるのか、

そして実際に配備される核弾頭とミサイルが何発かについて、今後は数値を公

表しないこととされた91。

　これらの点について統合レビューによれば、いまや核軍備を著しく増強し、

また新技術に投資して核戦力の多様化を推し進めている国が存在することを理

由に挙げている。名指しは避けているが、おそらく主としてロシアのことを想

定していると考えられ、もしかしたら中国や北朝鮮なども念頭にあるのかもし

れない92。

　そして核兵器に関する詳細な情報開示を差し控えることについては、意図的

にあいまいな部分を残すことで潜在的な侵略者の計算を複雑にさせ、先制核攻

撃で優位に立とうとくわだてるリスクを減らし、結果として戦略的安定性に資

することになると主張されている。

　しかしながらこのような核軍縮路線からの方針転換に対しては、さっそく批

判の声があがっている。核弾頭数を増やすことは、NPT （核兵器不拡散条約）

における核軍縮義務に違反するのでは、と疑問視されている。また核軍備の透

明性に制限を加えることについても、英米両国がこれまでとりわけ中国に対し

て、その核政策における秘密主義を批判してきた姿勢と矛盾することになると
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指摘されている93。

　さらにもう一点、統合レビューには論議を引き起こしている記述があり、そ

れは英国が核兵器の使用を考慮する対象についてである。

　統合レビューによると、生物兵器や化学兵器を含む大量破壊兵器の脅威、あ

るいはそれに匹敵する効果を有する新興技術に対しては、核使用のオプション

を排除しないとのことである94。

　大量破壊兵器に対して核で報復する権利を留保するというのは従来からの英

国の政策であるが、この「新興技術」という表現は今回新たに付け加わったも

のである。

　詳しい説明がなく具体的な中身については不明であるが、これがサイバー攻

撃のことを意味しているのではないかとの報道もある。そしてこれによって核

の敷居が下がってしまう、すなわち核兵器が使われやすくなるのではないか、

との懸念が生じている95。

　いずれにせよこのような核軍縮と逆行する動きは、世界が厳しい国家間競争

の時代に入ったという統合レビューの情勢判断と、軌を一にしているのは明白

である。テロリストに対して核抑止は効かない。しかしながら相手が国家であ

るのなら、伝統的な核抑止が再び有効な手段となりうるかもしれない。こうし

て通常兵力の不足を補い、国家主権を守る最後の砦として、核抑止が不可欠と

あらためて認識したのであろう。

　とはいえ、それならなぜ180発の核弾頭では不十分で、それが260発になれ

ばどれほど核抑止力が強化されるのか、あまり合理的な根拠があるとも思えず、

理解に苦しむ。

　核抑止を本気で確固たるものにしようとするなら、おそらく核弾頭の数を多

少増やす、あるいは核関連情報を一部秘匿することよりも、移動発射基地たる

戦略ミサイル原潜そのものを増勢する、あるいは核搭載の戦略爆撃機を新たに

保有するなどしたほうが、はるかに打撃力の強化と残存性の向上が望めるはず

である。

　しかし英国にそこまでする財政的余裕はないであろう。また同じ理由で、核
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弾頭の増加を今後もさらに続けていくとも考えにくい。すなわち従来の漸進的

な核軍縮政策から離脱したのは事実としても、核軍拡については中途半端なも

のにとどまる可能性が高い。とするならこのような路線変更は、正直なところ

ソフトパワー面での悪影響も含め、得るものより失ったものの方が大きいので

はなかろうか。

おわりにおわりに

　これまで英国による過去の防衛レビューを振り返り、またEU離脱を機に英

国が打ち出した新たな国家戦略について、その特徴的な部分を検証した。

　これらを通じて明らかとなったのは、英国が従来型の伝統的な軍のあり方に

とらわれることなく、絶えず変革と再編に臆さず取り組み、先端性を維持しよ

うと挑戦し続けてきた姿勢である。

　ただし裏を返すと、防衛政策の見直しや政権交代のたびに、削れるところは

たとえ異論があっても、容赦なく削られてきた。よく言えば選択と集中である

が、余裕がなくもはや切羽詰まっていたというのが現実であろう。極端に言え

ば、空母、原子力潜水艦と核戦力、最新鋭戦闘機に特化し、他の装備や兵力に

関してはもはや諦めているのではないかとの印象すら抱いてしまう。

　結果として現在では、限られた戦力がきわめて広大な地域をカバーし、また

あまりにも多様な責務を負うようになってしまっている。もちろん英国内でも

同様な指摘をする声は多い96。

　一方、日本はというと、自衛隊の活動範囲が広がり、任務も非常に複雑化し

ているものの、憲法上の制約もあり、まだ英軍ほど広範で多様な役割や義務を

果たしているわけではない。装備がつぎつぎと退役させられ、部隊が縮小につ

ぐ縮小に追いやられる、というようなこともいまのところ起こっていない点か

らすると、印象論になってしまうかもしれないが、まだ英国ほどには追い詰め

られているわけではなさそうである。

　とはいえ将来のことを考えると、わが国の防衛力整備をめぐる環境は厳しく

なる一方である。英国の防衛支出はGDPの2%強であるが、周知のように日本
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は約1%に過ぎない。だからといって今後さらに防衛費を増額する余地がある

かというと、高齢化に伴う社会保障費の負担や財政健全化の必要性を考えると、

あまり大きな期待はできない。

　おそらく、より深刻なのは少子化の進行で、自衛隊が必要とする人員の確保

は現状でもすでにかなり難しいが、今後は組織の存続自体も脅かす危機的なも

のとなるであろう。

　つまり、自衛隊が果たすべき任務や必要とされる能力と、それを支える財政

的・人的基盤の間のギャップは今後ますます拡大し続け、どこかの時点で限界

を迎えることになると考えられる。

　そうなったとき、あるいはそうなる前に、自衛隊は厳しい選択から逃れるこ

となく、たとえ痛みを伴ったとしても自己変革を成し遂げ、精強さを保ち続け

ることができるのであろうか。

　このような意味で、防衛レビューを通じた英国のいわば苦難の道のりは、わ

が国にとっての恰好の先行事例である。両国が置かれた状況の違いもあり、単

純な比較や模倣は禁物であるが、英国の試行錯誤から日本は学ぶべき点を多く

見出すことになるであろう。
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